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前月からの
変化 7月調査 8月調査 9月調査

◆基調判断に添えた矢印は方向感を、天気図は水準を示します

総合判断 物価高などの影響を受けつつも、
持ち直しつつある

＜基調判断・天気図＞
基調判断 天気図
2023年8月調査

設備投資 持ち直している

生産活動 持ち直しの動きに足踏みがみられる

公共投資 持ち直している

住宅投資 弱含みにある

雇用情勢 持ち直しの動きに足踏みがみられる

個人消費 緩やかに回復している

出所：国土交通省 ＊四半期ベース、23年3Qは7月のみの数値

出所：経済産業省　＊月次ベース、全国の23年3月、4月の生産指数は製造工業生産予測指数をもとに算出
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＜今月のポイント＞
■ 県内経済は、一部に弱さがみられるものの、個人消費を中心に経済活動の正常化が進んでおり、総じてみれ
ば物価高などの影響を受けつつも、持ち直している。

■ 総合判断及び各項目の基調判断は据え置き。個人消費は、乗用車や大型小売店販売が堅調に推移するなど、
緩やかに回復している。他方、雇用情勢は失業者を示す雇用保険受給者数の増加が続くなど、持ち直しの動
きに足踏みがみられる。

■ 消費者物価指数（総合・水戸市）をみると、物価上昇率は、伸びは鈍化したものの食料品等の値上げの拡がり
により、3月以降も前年同月比3％以上で推移している。

■ 先行きは、物価高が企業や家計にもたらす影響、資源・資材価格や為替動向、中国などの海外経済減速の行
方について引き続き注視する必要がある。

（2023年9月調査）
茨城県の経済動向

地域研究部　調査役　金子  充

1 生産活動

7月の鉱工業生産指数（2015=100、季節調整値※）は101.8、前月比2.8%
減と2か月振りに低下した。
企業ヒアリング（9月）では、在庫調整に関しては、「昨年の在庫過多状況が改
善し適正水準まで減少」（輸送機械）との声が聞かれたものの、「農業資材は、取
引先の在庫調整により（受注が）減少している」との声も聞かれた。海外需要
については「中国景気の低迷が油圧メーカーに大きく影響し、弊社売上減の主
因となっている」（生産用機械）との声が聞かれた。
このように県内の生産活動は、海外経済減速や部品調達難に伴う生産調整な
どを背景に、足もとでは横ばい圏内で足踏みしているとみられることから、基
調判断は「持ち直しの動きに足踏みがみられる」と前月の判断を据え置いた。
※：原数値から季節要因を調整した数値

持ち直しの動きに足踏みがみられる

2 住宅投資

7月の新設住宅着工戸数は1,351戸、前年同月比9.8％減と2か月連続で前年
水準を下回った。内訳をみると、持家は650戸、同11.4％減と5か月連続で減
少、貸家は363戸、同23.9％減と2か月連続で減少、分譲住宅は333戸（うち
マンション93戸）、同18.1%増と4か月振りに増加した。住宅投資は「（7-9月
期の）業況は横這い。先行きは、資材高騰が落ち着いてきたことから良くなる」
（住宅メーカー・9月）との声があるものの、主力の持家の低調が続いているこ
となどを踏まえ、「弱含みにある」との判断を据え置いた。

弱含みにある

県内経済は、物価高などの影響を受けつつも、持ち直しつつある

●新設住宅着工戸数（7月）

持家 650戸 △ 11.4%

貸家 363戸 △ 23.9%

分譲 333戸 　 18.1%

＊四半期ベース（「市」のみ合計）
　（23年4-6月期）

給与 5戸

合計 1,351戸

 0.0%

△ 9.8%

前年同月比

前年同期比

県北 275戸 △ 20.3％

県央 984戸

鹿行 291戸

県西 513戸

△ 19.2％

県南 1,663戸

合計 3,726戸 △ 7.3％

 2.0%

△ 9.4％

△ 12.1％

●鉱工業指数〈季調値〉（7月）
前月比

前月比（生産）

前年同月比

生産 101.8 △ 2.8%

出荷 95.7 △ 4.5%

在庫 101.1 2.5%

食料品・たばこ工業
93.2 △ 1.7%

化学工業 99.7 △ 24.8%

●主要業種の鉱工業指数〈季調値〉（7月）

汎用・業務用機械工業
112.6 △ 5.1%

電気機械工業
88.1 △ 14.5%

金属製品工業
95.0 △ 2.6%

生産用機械工業
124.6 10.5%

●県内税関輸出額（7月）

つくば 83.92億円 △ 7.9%

日立 1,550.15億円 39.8%

鹿島 513.68億円 17.2%



NOVEMBER 2023 JIR NEWS   29

前月からの
変化 7月調査 8月調査 9月調査

◆基調判断に添えた矢印は方向感を、天気図は水準を示します

総合判断 物価高などの影響を受けつつも、
持ち直しつつある

＜基調判断・天気図＞
基調判断 天気図
2023年8月調査

設備投資 持ち直している

生産活動 持ち直しの動きに足踏みがみられる

公共投資 持ち直している

住宅投資 弱含みにある

雇用情勢 持ち直しの動きに足踏みがみられる

個人消費 緩やかに回復している

出所：国土交通省 ＊四半期ベース、23年3Qは7月のみの数値

出所：経済産業省　＊月次ベース、全国の23年3月、4月の生産指数は製造工業生産予測指数をもとに算出

60

70

80

90

100

110

120
鉱工業指数

新設住宅着工戸数（茨城県・全国）

（2015年＝100）

（％）
持家 貸家 分譲 給与 茨城県 全国

＊茨城県・全国＝前年比、その他＝寄与度

-50

-30

-10

10

30

50

05年 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

▲2.0
▲1.0

2021年 2022年 2023年

消費者物価指数（総合、水戸市、前年同月比）※棒グラフは寄与度

燃料価格下落の影響が遅れて顕在化&前年の反動

総務省統計課資料を基にJIR作成

食料品価格値上げの影響
6.0
5.0
4.0
3.0
2.0
1.0
0.0

（前年同月比・％）

1 （月）2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8

食料 住居 光熱・水道 家具・家事用品
被服及び履物 保健医療 交通・通信 教育
教養娯楽 諸雑費 総合

生産 出荷 在庫

08年 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

＜今月のポイント＞
■ 県内経済は、一部に弱さがみられるものの、個人消費を中心に経済活動の正常化が進んでおり、総じてみれ
ば物価高などの影響を受けつつも、持ち直している。

■ 総合判断及び各項目の基調判断は据え置き。個人消費は、乗用車や大型小売店販売が堅調に推移するなど、
緩やかに回復している。他方、雇用情勢は失業者を示す雇用保険受給者数の増加が続くなど、持ち直しの動
きに足踏みがみられる。

■ 消費者物価指数（総合・水戸市）をみると、物価上昇率は、伸びは鈍化したものの食料品等の値上げの拡がり
により、3月以降も前年同月比3％以上で推移している。

■ 先行きは、物価高が企業や家計にもたらす影響、資源・資材価格や為替動向、中国などの海外経済減速の行
方について引き続き注視する必要がある。

（2023年9月調査）
茨城県の経済動向

地域研究部　調査役　金子  充

1 生産活動

7月の鉱工業生産指数（2015=100、季節調整値※）は101.8、前月比2.8%
減と2か月振りに低下した。
企業ヒアリング（9月）では、在庫調整に関しては、「昨年の在庫過多状況が改
善し適正水準まで減少」（輸送機械）との声が聞かれたものの、「農業資材は、取
引先の在庫調整により（受注が）減少している」との声も聞かれた。海外需要
については「中国景気の低迷が油圧メーカーに大きく影響し、弊社売上減の主
因となっている」（生産用機械）との声が聞かれた。
このように県内の生産活動は、海外経済減速や部品調達難に伴う生産調整な
どを背景に、足もとでは横ばい圏内で足踏みしているとみられることから、基
調判断は「持ち直しの動きに足踏みがみられる」と前月の判断を据え置いた。
※：原数値から季節要因を調整した数値

持ち直しの動きに足踏みがみられる

2 住宅投資

7月の新設住宅着工戸数は1,351戸、前年同月比9.8％減と2か月連続で前年
水準を下回った。内訳をみると、持家は650戸、同11.4％減と5か月連続で減
少、貸家は363戸、同23.9％減と2か月連続で減少、分譲住宅は333戸（うち
マンション93戸）、同18.1%増と4か月振りに増加した。住宅投資は「（7-9月
期の）業況は横這い。先行きは、資材高騰が落ち着いてきたことから良くなる」
（住宅メーカー・9月）との声があるものの、主力の持家の低調が続いているこ
となどを踏まえ、「弱含みにある」との判断を据え置いた。

弱含みにある

県内経済は、物価高などの影響を受けつつも、持ち直しつつある

●新設住宅着工戸数（7月）

持家 650戸 △ 11.4%

貸家 363戸 △ 23.9%

分譲 333戸 　 18.1%

＊四半期ベース（「市」のみ合計）
　（23年4-6月期）

給与 5戸

合計 1,351戸

 0.0%

△ 9.8%

前年同月比

前年同期比

県北 275戸 △ 20.3％

県央 984戸

鹿行 291戸

県西 513戸

△ 19.2％

県南 1,663戸

合計 3,726戸 △ 7.3％

 2.0%

△ 9.4％

△ 12.1％

●鉱工業指数〈季調値〉（7月）
前月比

前月比（生産）

前年同月比

生産 101.8 △ 2.8%

出荷 95.7 △ 4.5%

在庫 101.1 2.5%

食料品・たばこ工業
93.2 △ 1.7%

化学工業 99.7 △ 24.8%

●主要業種の鉱工業指数〈季調値〉（7月）

汎用・業務用機械工業
112.6 △ 5.1%

電気機械工業
88.1 △ 14.5%

金属製品工業
95.0 △ 2.6%

生産用機械工業
124.6 10.5%

●県内税関輸出額（7月）

つくば 83.92億円 △ 7.9%

日立 1,550.15億円 39.8%

鹿島 513.68億円 17.2%



30   NOVEMBER 2023 JIR NEWS

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

0
10

20

30

40

50

60

70

98年 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

公共工事請負金額（前年比・寄与度）

（倍）新規求人数（左軸）、有効・新規求人倍率（右軸）（千人）

出所：厚生労働省　＊四半期ベース、23年第3四半期は7月のみの数値

（％）
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出所：茨城県自動車販売店協会、経済産業省　＊X-13-ARIMAによる季節調整値、月次ベース
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5 個人消費

6 雇用情勢

3 設備投資

4 公共投資

7月の大型小売店（百貨店・スーパー）販売額（全店）は前年同月比3.3％増
と5か月連続で前年水準を上回り、専門量販店販売額も4業種すべてで前年水
準を上回るなど、ともに底堅く推移している。8月の乗用車販売台数（普通+小
型＋軽）は6,945台、同18.8%増と、８か月連続で前年水準を上回った。
8月の「景気ウォッチャー調査-北関東-」では、家計動向関連DI（現状判断）
が50.3、前月比5.7pt減と低下したものの、判断の目安となる50を上回った。
当社のヒアリング（9月）では、これまで同様「コロナ収束により人の流れが
活発化」（小売業）といった声に加え、「（先行き10-12月期の業績は）良くなる。
12月の繁忙期に備え求人を強化する」（飲食店）といった声も聞かれた。この
ように個人消費は、経済活動の正常化を背景にコロナ禍からの持ち直しの動き
が続いていることから「緩やかに回復している」との判断を据え置いた。

緩やかに回復している

7月の有効求人倍率（季節調整値※）は1.37倍、前月比0.02pt増と5か月振
りに上昇した。新規求人数は17,209人、前年同月比8.4%減と2か月連続で前
年水準を下回った。
失業者を示す雇用保険受給者数は9,051人、前年同月比9.4％増と4か月連
続で前年水準を上回った。事業主都合離職者数は729人、前年同月比9.4%増
と4か月連続で前年水準を上回った。
雇用情勢は、有効求人倍率が5か月振りに上昇したものの、雇用保険受給者
数が増加傾向にあることから、「持ち直しの動きに足踏みがみられる」と判断を
据え置いた。先行きは、若年人口の減少等の構造要因を背景に持ち直すとみら
れるが、経営側にとっては人手不足の状況がなお続くとみられる。
※：原数値から季節要因を調整した数値

持ち直しの動きに足踏みがみられる

水戸財務事務所の「法人企業景気予測調査（7-9月期）」によると、23年度の
県内企業の設備投資額※は全規模・全産業ベースで前年度比2.3％減の見込み
（業種別では、製造業：同5.7%増、非製造業：同13.3%減。規模別では、大企業：
同8.8％減、中堅企業：117.5％増、中小企業：40.0％減）。一方、当社の企業
調査では23年4-9月期の設備投資実施企業割合（件数ベース）は全産業で
58.1％と、22年10-23年3月期実績（57.1％）比で1.0pt増であった。業種
別にみると、製造業が57.0%と同4.0pt低下、非製造業が58.9%と同4.9pt上
昇した。設備投資は、業種や企業規模による差異はあるものの、県内での大型
工場立地の動きなども踏まえ「持ち直している」との判断を据え置いた。
※ソフトウェアを含む（除く土地投資額）

持ち直している

8月の公共工事請負金額は373億83百万円、前年同月比1.1%増と2か月振り
に前年水準を上回った。内訳をみると、国が同31.0％減、県が同6.8％減で
あったものの、市町村（同27.1％増）、独立行政法人（同92.5％増）の増加
が全体の増加に寄与した。公共投資は、請負金額に月々の振れはあるものの、
年度ベース（4-8月）では前年度比2.3％増で推移しており、先行きも国や県
等の予算執行により堅調に推移するとみられることから「持ち直している」と
の判断を据え置いた。

持ち直している

●建築物着工床面積（7月）

△ 34.2％

●公共工事請負金額（8月）

前年同月比

前年同月比

前年度比

●　〃　当月までの年度累計
　（23年4-8月）

●大型小売店販売額（7月）

3.3％

●専門量販店販売額（7月）

 3.7％

 8.8％

 5.7％

 3.9％

前年同月比

2.4％

●新車登録台数（8月）

 31.5％

 12.3％

 9.7％

 18.8％

△ 31.0％

 27.1％

 1.1％

△ 52.3％

2.3％
23年度累計
180,702百万円

± 0.00pt

 0.04pt

●雇用保険受給者数（7月）

 9.4％

 0.02pt

有効求人倍率
1.56倍

新規求人倍率
2.54倍

9,051人

△ 57.7％

 92.5％

△ 6.8%

●求人倍率〈季調値〉（7月）
前月比

前年同月比

△ 0.03pt

民間非居住用
140千㎡

全店ベース

既存店ベース

家電

ドラッグストア

ホームセンター

コンビニ

普通乗用車

小型乗用車

軽乗用車

普通・小型・軽合計

国発注
4,361百万円

市町村発注
15,352百万円

合計
37,383百万円

その他
1,260百万円

新規求人倍率

地方公社発注
167百万円

独法等発注
3,392百万円

県発注
12,849百万円

有効求人倍率
受理地ベース

就業地ベース

1.37倍

2.21倍

前期比

●水戸財務事務所
　法人企業景気予測調査
　設備投資額※（23年度計画）

△ 2.3%

△ 8.8%

 117.5%

全規模・全産業

大企業

中堅企業

△ 40.0%

 5.7%

△ 13.3%

中小企業

製造業

非製造業

※ソフトウェアを含む（除く土地投資額）

設備投資の実績（2023年4～ 9月期）� （％）

前回実績 今回実績 新規の導入 買替・更新 工場の新・増設 改装・改築 用地取得 車両・運搬具等
全産業 60.6 58.1 23.7 36.7 6.5 12.6 2.4 28.2
製造業 61.0 57.0 32.6 39.1 3.3 8.7 0.0 17.4
素材業種 50.0 71.4 14.3 28.6 0.0 0.0 0.0 28.6
加工業種 63.0 57.4 34.0 40.4 2.1 4.3 0.0 12.8
その他業種 60.9 53.8 34.2 39.5 5.3 15.8 0.0 21.1
非製造業 60.3 58.9 17.1 35.0 8.9 15.6 4.2 36.4
建設業 55.2 60.7 7.1 14.3 10.7 14.3 7.1 50.0
卸売業 73.7 63.2 21.1 36.8 10.5 5.6 5.6 50.0
小売業 56.0 56.5 27.3 45.5 13.6 31.8 4.8 31.8
運輸・倉庫業 60.0 54.5 9.1 27.3 0.0 9.1 0.0 45.5
その他業種 60.5 58.1 18.6 44.2 7.0 14.0 2.4 21.4

※項目別回答数／回答企業数×100� 出所：常陽産業研究所
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乗用車販売台数、百貨店・スーパー販売額
180

出所：茨城県自動車販売店協会、経済産業省　＊X-13-ARIMAによる季節調整値、月次ベース

（2015年＝100）

05年 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

大型小売店販売額乗用車販売台数（除く軽） 乗用車販売台数（含む軽）

一般常用新規求人数 パート新規求人数
有効求人倍率（季調値） 新規求人倍率（季調値）

22 23

※百貨店・スーパー販売額は、対象店舗数の増加により、20年2月までと3月以降とで連続性がない

国 独立行政法人 県 市町村 地方公社その他 合計
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5 個人消費

6 雇用情勢

3 設備投資

4 公共投資

7月の大型小売店（百貨店・スーパー）販売額（全店）は前年同月比3.3％増
と5か月連続で前年水準を上回り、専門量販店販売額も4業種すべてで前年水
準を上回るなど、ともに底堅く推移している。8月の乗用車販売台数（普通+小
型＋軽）は6,945台、同18.8%増と、８か月連続で前年水準を上回った。
8月の「景気ウォッチャー調査-北関東-」では、家計動向関連DI（現状判断）
が50.3、前月比5.7pt減と低下したものの、判断の目安となる50を上回った。
当社のヒアリング（9月）では、これまで同様「コロナ収束により人の流れが
活発化」（小売業）といった声に加え、「（先行き10-12月期の業績は）良くなる。
12月の繁忙期に備え求人を強化する」（飲食店）といった声も聞かれた。この
ように個人消費は、経済活動の正常化を背景にコロナ禍からの持ち直しの動き
が続いていることから「緩やかに回復している」との判断を据え置いた。

緩やかに回復している

7月の有効求人倍率（季節調整値※）は1.37倍、前月比0.02pt増と5か月振
りに上昇した。新規求人数は17,209人、前年同月比8.4%減と2か月連続で前
年水準を下回った。
失業者を示す雇用保険受給者数は9,051人、前年同月比9.4％増と4か月連
続で前年水準を上回った。事業主都合離職者数は729人、前年同月比9.4%増
と4か月連続で前年水準を上回った。
雇用情勢は、有効求人倍率が5か月振りに上昇したものの、雇用保険受給者
数が増加傾向にあることから、「持ち直しの動きに足踏みがみられる」と判断を
据え置いた。先行きは、若年人口の減少等の構造要因を背景に持ち直すとみら
れるが、経営側にとっては人手不足の状況がなお続くとみられる。
※：原数値から季節要因を調整した数値

持ち直しの動きに足踏みがみられる

水戸財務事務所の「法人企業景気予測調査（7-9月期）」によると、23年度の
県内企業の設備投資額※は全規模・全産業ベースで前年度比2.3％減の見込み
（業種別では、製造業：同5.7%増、非製造業：同13.3%減。規模別では、大企業：
同8.8％減、中堅企業：117.5％増、中小企業：40.0％減）。一方、当社の企業
調査では23年4-9月期の設備投資実施企業割合（件数ベース）は全産業で
58.1％と、22年10-23年3月期実績（57.1％）比で1.0pt増であった。業種
別にみると、製造業が57.0%と同4.0pt低下、非製造業が58.9%と同4.9pt上
昇した。設備投資は、業種や企業規模による差異はあるものの、県内での大型
工場立地の動きなども踏まえ「持ち直している」との判断を据え置いた。
※ソフトウェアを含む（除く土地投資額）

持ち直している

8月の公共工事請負金額は373億83百万円、前年同月比1.1%増と2か月振り
に前年水準を上回った。内訳をみると、国が同31.0％減、県が同6.8％減で
あったものの、市町村（同27.1％増）、独立行政法人（同92.5％増）の増加
が全体の増加に寄与した。公共投資は、請負金額に月々の振れはあるものの、
年度ベース（4-8月）では前年度比2.3％増で推移しており、先行きも国や県
等の予算執行により堅調に推移するとみられることから「持ち直している」と
の判断を据え置いた。

持ち直している

●建築物着工床面積（7月）

△ 34.2％

●公共工事請負金額（8月）

前年同月比

前年同月比

前年度比

●　〃　当月までの年度累計
　（23年4-8月）

●大型小売店販売額（7月）

3.3％

●専門量販店販売額（7月）

 3.7％

 8.8％

 5.7％

 3.9％

前年同月比

2.4％

●新車登録台数（8月）

 31.5％

 12.3％

 9.7％

 18.8％

△ 31.0％

 27.1％

 1.1％

△ 52.3％

2.3％
23年度累計
180,702百万円

± 0.00pt

 0.04pt

●雇用保険受給者数（7月）

 9.4％

 0.02pt

有効求人倍率
1.56倍

新規求人倍率
2.54倍

9,051人

△ 57.7％

 92.5％

△ 6.8%

●求人倍率〈季調値〉（7月）
前月比

前年同月比

△ 0.03pt

民間非居住用
140千㎡

全店ベース

既存店ベース

家電

ドラッグストア

ホームセンター

コンビニ

普通乗用車

小型乗用車

軽乗用車

普通・小型・軽合計

国発注
4,361百万円

市町村発注
15,352百万円

合計
37,383百万円

その他
1,260百万円

新規求人倍率

地方公社発注
167百万円

独法等発注
3,392百万円

県発注
12,849百万円

有効求人倍率
受理地ベース

就業地ベース

1.37倍

2.21倍

前期比

●水戸財務事務所
　法人企業景気予測調査
　設備投資額※（23年度計画）

△ 2.3%

△ 8.8%

 117.5%

全規模・全産業

大企業

中堅企業

△ 40.0%

 5.7%

△ 13.3%

中小企業

製造業

非製造業

※ソフトウェアを含む（除く土地投資額）
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企業 
景況感

自社業況総合判断DI 生産関連 
指標

鉱工業生産指数
2015年＝100

生産者出荷指数
2015年＝100

生産者製品在庫指数
2015年＝100

製造業 非製造業 指数 前期（月）比（％） 前年比（％） 指数 前期（月）比（％） 前年比（％） 指数 前期（月）比（％） 前年比（％）
19 Ⅲ △	33.7 △	10.4 2020 年度 90.0 △	 9.3 － 89.1 △	 9.0 － 84.8 △	13.1 －

Ⅳ △	37.4 △	26.7 2021 99.2 10.2 － 95.6 7.3 － 94.5 11.4 －
20 Ⅰ △	43.2 △	42.0 2022 98.6 △	 0.6 － 93.9 △	 1.8 － 97.0 2.8 －

Ⅱ △	70.1 △	64.7 2022 6 98.2 1.0 △	 5.0 94.4 1.2 △	 7.4 90.6 △	 1.7 3.7
Ⅲ △	63.7 △	45.4 7 99.2 1.0 △	 3.3 93.7 △	 0.7 △	 5.0 92.9 2.5 4.3
Ⅳ △	43.9 △	40.0 8 100.7 1.5 4.8 95.3 1.7 2.4 93.6 0.8 2.6

21 Ⅰ △	18.0 △	29.4 9 102.1 1.4 4.9 96.4 1.2 4.8 93.5 △	 0.1 1.3
Ⅱ 6.1 △	12.7 10 101.2 △	 0.9 4.6 96.4 0.0 2.7 95.4 2.0 3.4
Ⅲ 9.6 △	24.6 11 99.8 △	 1.4 1.2 93.5 △	 3.0 △	 2.3 97.8 2.5 6.0
Ⅳ 12.5 △	 5.2 12 99.3 △	 0.5 △	 1.5 92.9 △	 0.6 △	 3.5 97.4 △	 0.4 4.6

22 Ⅰ △	14.6 △	31.2 2023 1 95.0 △	 4.3 △	 2.4 90.5 △	 2.6 △	 3.0 97.1 △	 0.3 4.2
Ⅱ △	24.0 △	12.8 2 98.1 3.3 1.4 93.5 3.3 0.8 99.7 2.7 6.5
Ⅲ △	12.4 △	25.0 3 95.4 △	 2.8 △	 2.8 93.9 0.4 0.9 99.5 △	 0.2 2.8
Ⅳ △	12.8 △	22.4 4 100.9 5.8 2.3 94.1 0.2 △	 1.2 100.2 0.7 5.4

23 Ⅰ △	 9.0 △	 5.7 5 99.8 △	 1.1 4.4 96.6 2.7 5.4 97.2 △	 3.0 5.4
Ⅱ △	 7.4 0.0 6 104.7 4.9 6.6 100.2 3.7 6.2 98.6 1.4 8.8
Ⅲ △	14.3 △	 9.8 7 101.8 △	 2.8 2.6 95.7 △	 4.5 2.2 101.1 2.5 8.8

出所 常陽産業研究所 出所 茨城県統計課

投資関連
指標

公共工事請負金額 新設住宅着工 建築物着工床面積�
（民間非居住用）県 市町村 戸数 床面積

金額（百万円） 前年比（％） 金額（百万円） 前年比（％） 金額（百万円） 前年比（％） 戸数（戸） 前年比（％） 面積（千㎡） 前年比（％） 面積（千㎡） 前年比（％）
2020 年度 387,697 7.3 119,063 7.1 134,413 △	 1.2 16,380 △	 7.8 1,601 △	 7.2 1,091 △	23.9
2021 368,366 △	 5.0 112,408 △	 5.6 121,617 △	 9.5 20,861 27.4 1,840 14.9 2,113 93.7
2022 414,920 12.6 108,373 △	 3.6 126,985 4.4 17,498 △	 9.7 1,624 △	11.7 1,497 △	29.2
2022 6 42,653 9.7 7,290 7.4 22,092 23.7 1,632 △	 1.4 147 △	 6.4 87 59.9

7 38,147 △	 15.3 7,756 △	 40.2 18,627 △	 3.0 1,498 △	 6.3 140 △	 5.8 213 125.0
8 36,993 12.9 13,786 9.3 12,082 24.8 1,696 13.1 158 11.0 63 △	46.9
9 80,084 85.4 14,162 △	 8.9 15,754 4.6 1,674 △	 4.9 158 △	 4.2 84 △	61.5
10 34,098 △	 10.3 12,327 △	 24.0 11,720 △	 0.6 1,289 △	 16.7 121 △	20.2 196 30.7
11 26,226 △	 14.3 10,962 △	 12.1 9,348 △	 12.7 1,389 △	 24.1 127 △	26.5 46 △	60.7
12 18,964 31.6 6,886 68.8 6,811 △	 14.9 1,406 12.6 131 2.0 46 △	 86.9

2023 1 13,143 19.6 2,512 28.1 5,356 142.2 1,181 △	 40.2 106 △	40.6 228 △	 23.7
2 14,859 30.2 4,191 42.9 4,581 11.7 1,322 13.0 120 6.4 59 △	 69.2
3 50,905 6.5 17,660 16.3 6,501 51.8 1,738 △	 8.5 153 △	 9.9 227 △	 12.6
4 21,743 △	 18.5 5,301 △	 11.1 2,569 △	 15.5 1,315 △	 3.3 121 △	 11.9 89 △	 13.8
5 38,262 19.0 2,965 △	 39.2 8,756 △	 20.9 1,416 7.8 129 3.2 64 △	 56.8
6 49,400 15.8 14,529 99.3 19,241 △	 12.9 1,296 △	 20.6 119 △	 18.9 117 34.1
7 33,911 △	 11.1 8,659 11.7 19,856 6.6 1,351 △	 9.8 126 △	 9.9 140 △	 34.2
8 37,383 1.1 12,849 △	 6.8 15,352 27.1 － － － － － －

出所 東日本建設業保証 国土交通省

茨城県の主要経済指標

消費関連
指標

家計消費支出�
（水戸市）（勤労者世帯）

百貨店・スーパー販売額 専門量販店販売額 消費者物価指数（水戸市）�
2020年＝100

新車登録台数
全店ベース 既存店ベース 家電 ドラッグストア ホームセンター コンビニ 普通・小型乗用車＋軽乗用車 普通・小型乗用車

支出額（千円） 前年比（%） 前年比（%） 前年比（%） 前年比（%） 前年比（%） 前年比（%） 前年比（%） 指数 前年比（%） 台数（台）前年比（%） 台数（台）前年比（%）
2020 年度 315 4.6 6.2 1.1 8.0 7.5 9.4 △	 3.2 99.9 △	 0.4 101,060 △	 7.5 66,311 △	 9.5
2021 299 △	 5.2 0.6 △	 0.1 △	 7.1 3.6 △	 3.1 1.3 100.0 0.1 89,428 △	11.5 59,633 △	10.1
2022 339 13.4 0.6 0.4 △	 4.9 5.3 △	 1.4 4.0 103.4 3.4 93,364 4.4 60,142 0.9
2022 6 327 22.6 △	 0.1 △	 0.9 7.5 2.7 2.3 4.3 101.7 1.9 6,939 △	 6.3 4,527 △	 9.0

7 314 22.6 2.0 2.1 △	10.2 6.2 △	 0.8 4.7 102.5 2.6 7,298 △	 4.1 4,713 △	11.5
8 345 24.8 △	 1.6 △	 1.8 △	 8.5 3.2 △	 0.9 4.8 102.9 2.8 5,848 △	12.2 3,798 △	14.5
9 317 21.7 △	 0.7 △	 0.9 6.4 4.6 △	 3.2 1.4 103.1 3.0 8,625 29.7 5,436 25.5
10 452 70.1 1.7 1.7 △	 4.8 6.7 0.1 6.3 103.9 3.8 7,863 35.6 4,871 27.4
11 296 8.4 0.4 0.8 △	 8.7 6.2 △	 2.2 5.9 104.0 4.0 7,894 2.0 4,967 △	 1.4
12 412 1.5 1.8 2.2 △	 5.9 10.1 △	 0.1 3.9 104.5 4.5 7,464 △	 0.7 4,709 △	10.6

2023 1 310 13.2 0.9 1.1 △	11.2 6.8 △	 2.4 3.4 105.3 5.3 8,779 14.5 5,546 6.6
2 267 △	 0.2 0 △	 0.4 △	 6.8 4.3 △	 2.0 4.6 104.7 4.3 9,224 20.6 6,043 23.5
3 315 △	24.4 1 △	 0.1 △	 1.7 4.8 △	 2.3 4.4 104.8 3.5 11,925 11.6 8,235 13.9
4 304 △	10.9 2.8 1.6 △	 9.1 7.7 0.9 4.5 105.4 3.8 7,411 22.7 5,010 31.8
5 282 △	23.6 2.0 0.6 △	14.1 7.9 △	 2.7 3.4 105.3 3.5 7,229 32.3 4,791 37.0
6 358 9.4 2.5 1.5 △	18.4 7.5 △	 4.0 1.3 105.5 3.8 8,355 20.4 5,696 25.8
7 402 28.3 3.3 2.4 3.7 8.8 5.7 3.9 105.5 3.0 7,857 7.7 5,486 16.4
8 － － － － － － － － 106.0 3.0 6,945 18.8 4,697 23.7

出所 総務省 関東経済産業局 茨城県 茨城県自動車販売店協会
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労働関連
指標

常用雇用指数
（事業所規模５人以上）

現金給与総額名目・実質賃金指数
（事業所規模５人以上）

所定外労働時間指数
（事業所規模５人以上） 有効求人倍率 新規求人倍率 失業者数

（雇用保険受給者数）全産業 製造業 名目 実質 全産業 製造業 季節調整値 原数値 季節調整値 原数値
指数 前年比（%） 指数 前年比（%） 指数 前年比（%） 指数 前年比（%） 指数 倍率（倍） 倍率（倍） 倍率（倍） 倍率（倍） 人数（人） 前年比（%）

2020 年度 99.8 △	1.1 99.9 △	1.9 100.2 △	0.9 100.3 △	0.3 87.4 71.5 － 1.27 － 2.00 9,184 23.4
2021 100.1 0.3 99.9 0.0 100.3 0.1 100.3 △	0.0 98.6 115.2 － 1.38 － 2.24 8,386 △	 8.7
2022 100.9 0.8 99.8 △	0.1 104.9 4.6 100.9 0.6 97.6 116.1 － 1.49 － 2.34 7,744 △	 7.7
2022 6 101.3 0.6 101.0 △	0.2 138.9 △	6.0 136.3 △	8.0 97.2 115.0 1.48 1.39 2.53 2.55 8,037 △	10.9

7 101.0 1.0 100.5 2.0 110.9 △	0.3 107.8 △	3.2 100.0 120.7 1.49 1.46 2.35 2.62 8,272 △	11.5
8 99.6 △	0.6 100.2 0.3 84.1 △	1.8 81.4 △	4.9 90.7 114.3 1.50 1.49 2.33 2.22 8,911 △	 5.4
9 100.9 1.2 100.0 △	0.3 83.4 △	2.3 80.6 △	5.5 100.9 116.4 1.49 1.46 2.41 2.39 8,400 △	 7.4
10 101.0 1.6 99.2 △	0.6 82.8 △	2.1 79.4 △	6.0 102.8 126.4 1.50 1.47 2.44 2.66 8,124 △	 5.3
11 101.1 0.4 99.5 0.2 88.2 △	0.1 84.4 △	4.4 101.9 122.1 1.52 1.56 2.42 2.67 7,967 △	 8.4
12 101.1 1.9 99.3 △	0.2 174.4 0.5 166.1 △	4.4 101.9 121.4 1.52 1.66 2.44 3.14 7,427 △	 9.1

2023 1 100.7 0.5 98.8 △	0.2 84.1 △	1.9 79.3 △	7.5 90.7 100.0 1.50 1.67 2.39 2.58 7,373 △	 5.7
2 100.4 0.3 98.5 △	1.1 82.8 △	0.1 78.6 △	4.7 88.0 107.9 1.52 1.63 2.31 2.24 7,072 △	 4.8
3 100.2 0.3 99.2 0.2 88.0 2.0 83.5 △	1.9 92.6 107.1 1.46 1.51 2.19 1.99 7,160 △	 2.0
4 100.3 △	 0.7 99.5 △	0.3 86.3 0.7 81.3 △	3.6 93.5 104.3 1.41 1.32 2.02 1.60 6,960 3.7
5 100.6 △	 0.9 99.2 △	1.5 89.7 5.3 84.5 1.2 88.0 99.3 1.39 1.24 2.38 1.92 8,086 8.3
6 100.7 △	 0.6 100.4 △	0.6 147.1 5.9 138.5 1.6 89.8 101.4 1.35 1.28 2.24 2.29 8,524 6.1
7 － － － － － － － － 89.8 101.4 1.37 1.35 2.21 2.42 9,051 9.4

出所 茨城県統計課 茨城労働局
※調査対象事業所の入れ替えにより、18年1月以降の現金給与総額・所定外労働時間・常用雇用指数は毎年、前年12月までと当年1月以降で連続性がない。

茨城県・近隣県のグラフ＜有効求人倍率（季節調整値）の推移＞（月次べース）

出所：厚生労働省「一般職業紹介状況」
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企業経営・
金融関連指標

企業倒産 手形交換高 実質預金
金融機関合計

貸出金
金融機関合計 信用保証申込金額

件数（件） 前年比（件）金額（百万円）前年比（百万円）金額（億円）前年比（%）末残（億円）前年比（%）末残（億円）前年比（%）金額（百万円）前年比（%）
2020 年度 111 △	 29 9,136 △	8,075 5,000 △	 16.8 142,234 6.5 65,588 2.3 764,566 275.3
2021 100 △	 11 14,800 5,664 4,766 △	 4.7 147,282 3.5 65,864 0.4 149,039 △	 80.5
2022 123 23 28,938 14,138 － － 150,569 2.2 66,327 0.7 191,466 28.5
2022 6 9 3 3,472 2,924 504 △	 3.5 151,255 2.8 65,607 △	 0.2 15,551 14.1

7 14 6 789 361 251 △	 12.7 150,787 2.6 65,706 △	 0.3 14,745 14.9
8 14 6 2,513 2,241 432 △	 6.5 150,482 2.4 65,795 0.2 15,115 27.9
9 13 7 2,226 1,110 360 △	 6.0 149,301 2.3 65,988 0.4 19,603 23.9
10 13 9 1,705 1,421 284 4.8 150,094 2.4 66,094 0.6 14,044 41.5
11 13 2 12,965 12,228 － － 150,331 2.2 66,283 0.9 17,539 47.3
12 3 △	 7 216 △	1,811 － － 150,781 1.7 67,107 1.3 21,547 36.1

2023 1 10 1 1,288 △	 609 － － 150,879 1.7 66,895 1.2 14,064 43.1
2 9 2 1,357 △	 75 － － 151,496 2.1 67,204 1.7 17,433 27.3
3 11 △	 1 1,109 △	1,806 － － 151,434 1.7 67,661 2.6 20,822 12.8
4 10 3 1,691 1,346 － － 152,748 1.7 67,532 2.6 14,544 59.4
5 14 7 6,206 5,253 － － 152,196 1.6 67,914 3.2 20,700 174.3
6 14 5 2,034 △	1,438 － － 153,957 2 67,984 4 25,954 166.9
7 18 4 2,474 1,685 － － 153,437 2 68,006 4 24,072 163.3
8 12 △	 2 1,667 △	 846 － － － － － － 23,730 157.0

出所 東京商工リサーチ水戸支店 茨城県銀行協会 日本銀行　水戸事務所 茨城県信用保証協会
＊電子交換所の開設に伴い、水戸手形交換所が11月2日に閉鎖したため、茨城県銀行協会の公表データは10月分をもって終了
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1．圏央道の概要
首都圏中央連絡自動車道（以下、圏央道）は、都心か

ら約40〜60㎞を環状に連絡する、全長約300㎞の高
規格幹線道路である。東名高速、中央道、関越道、東北
道、常磐道、東関東道等の放射状に伸びる高速道路や都
心郊外の主要都市を連絡し、東京湾アクアライン、東京

外かく環状道路（外環道）などと一体となって首都圏の
広域的な幹線道路網を形成している（図表1）。また、
圏央道は、外環道、中央環状線とともに３環状の１つに
数えられ、首都圏の道路交通の円滑化、環境改善、沿線
都市間の連絡強化、災害時の代替路としての機能など
多くの役割を担っている（図表2）。

首都圏中央自動車道路（以下、圏央道）は、2000年2月から本格的な工事が開始され、2017年2月の境古
河IC-つくば中央IC間の開通により、茨城県域で全線開通した。圏央道の全線開通は、沿線である県南地域や
県西地域を中心に、物流・倉庫業や観光業をはじめとする県内産業に様々な効果をもたらしている。また、圏
央道は今後の4車線化（片側2車線化）の順次開通を控えており、利便性向上に加え周辺地域の一層の発展へ
の寄与が見込まれる。

そこで、当社では、圏央道やその周辺地域の動向、さらに今後の展望について、統計データやヒアリング等
を基に調査を行った（本号及び12月号にて公表）。本号では、圏央道の概況や利用状況、地域の産業の変化、
開発動向について、統計データ等を基に確認する。

地域研究部　調査役　金子　充

圏央道の開通効果と今後の展望 ⑴

図表１　圏央道の全体像

� 出所：国土交通省関東地方整備局総武国道事務所
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2．圏央道茨城県内区間の概要
圏央道の茨城県内区間は、茨城県の県西地域・県南

地域を横断している（図表３）。区間内のIC（インター
チェンジ）は10か所、PA（パーキングエリア）は1か所、
JCT（ジャンクション）が1か所となっており、つくば
JCT（つくば市）で常磐道と接続、また県内区間の最東
端は稲敷東IC 、最西端は五霞ICとなっている。

市町村別でみると、ICはつくば市・稲敷市に2か所、
坂東市・常総市・牛久市・五霞町・境町・阿見町に1
か所となっている。JCTはつくば市に１か所、PAは稲
敷市に１か所となっている。県内では圏央道が通過す
る全ての市町村でICが設置されている。なお、今後県
内では、（仮称）つくばスマートICと（仮称）坂東PAの
開設も予定されている（開設時期は未定）。

これまでの県内における圏央道の事業経緯を振り返
ると、県内で最も早く開通したのは2003年3月のつく
ばJCT-つくば牛久IC間である（図表4）。17年2月の
境古河-つくば中央IC間の開通により、県内全区間で暫

定２車線での開通が完了している。
また、県内区間の4車線化に関しては、23年3月に境

古河IC-坂東ICで供用開始しており、今後は坂東IC-つ
くば牛久IC間、及びつくば牛久IC-大栄JCT間で順次
整備される見通しにある。なお、26年度には、久喜白
岡JCT（埼玉県）-大栄JCT（千葉県）間の全線4車線化
が実現する見通しである。

図表２　圏央道（環状道路）の主な機能
①通過交通の都心部への流入を抑制 ②郊外からの都心部への交通を分散導入

③周辺地域間のスムーズな移動 ④災害等における迂回路の確保

� 出所：国土交通省関東地方整備局

図表４　圏央道茨城県区間の整備の推移
1989年8月8日 基本計画決定（常磐道～茨城・千葉県境）
1990年11月1日 基本計画決定（埼玉・茨城県境～常磐道）
1991年～1992年 常磐道～茨城・千葉県境間が事業化
1994年4月21日 都市計画決定（常磐道～茨城・千葉県境）
1994年度 埼玉・茨城県境～常磐道間が事業化
1995年3月23日 都市計画決定（埼玉・茨城県境～常磐道）
1997年2月5日 整備計画決定（茨城県内）
2003年3月29日 つくばJCT～つくば牛久IC間が開通
2007年3月10日 つくば牛久IC~阿見東IC間が開通
2009年3月21日 阿見東IC～稲敷IC間が開通
2010年4月24日 つくば中央IC～つくばJCT間が開通
2015年3月29日 埼玉・茨城県境～境古河IC間が開通
2017年2月26日 境古河IC～つくば中央IC間が開通
2023年3月31日 境古河IC～坂東IC間が４車線運用開始
� 出所：国土交通省関東地方整備局北首都国道事務所

図表３　圏央道茨城県区間の概要

NEXCO東日本公表資料等を基に当社作成

至 埼玉県 五霞町 境町 坂東市 常総市 牛久市 阿見町 至 千葉県つくば市 稲敷市

至 幸手IC
久喜白岡JCT
（東北道）

五霞IC 境古河
IC 坂東IC 常総IC つくば

中央IC
つくばJCT
（常磐道）

つくば
牛久IC

牛久阿見
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阿見東
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江戸崎
PA 稲敷IC 稲敷東
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至 神崎IC
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（東関道）

開通日 2015
3/29
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2014
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2003
3/29

2017
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距 離 6.9㎞幸手IC
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4.6㎞
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3．圏央道の利用状況
⑴ 交通量

NEXCO東日本の公表資料によると、圏央道（全区
間）の通行台数（日平均）は、各区間の暫時開通もあり
2012～19年度まで増加傾向が続いた（図表5）。20
年度は新型コロナ感染拡大の影響もあり一時的に交通
量が減少したものの、21年度、22年度は再び増加傾向
に転じている。なお、圏央道の交通量は、同じく首都圏
の環状線である東京外環道（全長約85㎞）と比べても
遜色ない水準にある。15年度以降についてみると、圏
央道の交通量は、20年度を除き、外環道の交通量を上
回って推移している。

⑵ 車種別交通量
圏央道（全区間）の車種別通行台数（日平均）をみると、

2012〜19年度まではいずれの車種においても増加傾向
にあったものの、20年度は新型コロナ感染拡大の影響で
各車種とも一時的に減少した（図表６）。しかし、21年度
には各車種とも再び増加に転じ、22年度の軽自動車およ
び大型車の通行量は過去最高を更新している。

また車種別通行台数の構成割合の推移をみると、中型
車・大型車・特大車の割合が増えており、物流等の産業用
途での利用（需要）が増加していることがわかる。（図表7）。

⑶ IC別出入交通量
圏央道（茨城県内区間）におけるIC別の車両出入台

数をみると、2020年度を除き、いずれのICにおいて
も出入台数は増加傾向にある（図表8）。22年度に出
入台数が最も多かったICは五霞ICで3,985,600台、
次いでつくば牛久ICが3,010,600台、牛久阿見ICが
2,409,500台、つくば中央ICが2,390,300台となって
いる。五霞ICの出入台数が最も多い主な理由としては、
主要国道である国道4号の接続が考えられる。一方、最
も出入台数が少ないICは、稲敷東IC（819,100台）と
なっている。
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図表5　圏央道と外環道の通行台数（日平均）の推移

出所：NEXCO東日本

図表8　圏央道（茨城県内区間）のIC別車両出入台数の推移（多い順）� （単位：台）
ＩＣ名 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度
五霞 1,744,500 3,061,200 3,736,000 4,022,600 4,040,700 3,640,700 3,874,400 3,985,600

つくば牛久 2,679,000 2,750,500 3,017,700 3,035,100 3,019,300 2,601,800 2,792,600 3,010,600
牛久阿見 2,065,200 2,171,800 2,381,200 2,414,500 2,375,700 2,063,100 2,234,400 2,409,500
つくば中央 2,155,900 2,389,500 2,429,700 2,411,400 2,385,000 1,992,600 2,165,900 2,390,300
境古河 1,134,800 1,850,900 1,965,400 2,059,000 2,079,400 1,822,500 2,039,200 2,232,200
常総 ー 154,300 1,585,900 1,741,600 1,828,900 1,603,400 1,873,800 2,172,800
阿見東 1,514,900 1,634,400 1,767,800 1,725,600 1,709,700 1,414,700 1,601,500 1,694,700
坂東 ー 85,400 885,300 1,018,200 1,092,300 1,039,100 1,104,300 1,235,200
稲敷 1,215,400 1,183,900 1,278,900 1,235,800 1,206,700 1,030,400 1,108,800 1,141,000
稲敷東 555,300 656,600 769,800 772,200 763,700 646,800 739,300 819,100
合計 13,065,000 15,938,500 19,817,700 20,436,000 20,501,400 17,855,100 19,534,200 21,091,000

※常総ICおよび坂東ICは2016年度から供用開始� 出所：NEXCO東日本

図表7　圏央道の車種別通行台数（割合）の推移

出所：NEXCO東日本
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図表6　圏央道の車種別通行台数（実数）の推移
� （単位：台、日平均）
年度 軽自動車 普通車 中型車 大型車 特大車 合計
2012 9,313 65,230 9,396 9,501 881 94,321
2013 12,884 84,141 12,380 12,248 1,175 122,829
2014 14,346 88,627 13,652 13,023 1,271 130,919
2015 17,326 104,341 16,900 17,470 1,747 157,784
2016 21,168 121,337 20,829 23,226 2,316 188,876
2017 23,671 131,904 24,282 27,805 2,923 210,586
2018 24,588 132,831 25,696 29,901 3,134 216,150
2019 25,241 131,923 26,491 30,638 3,117 217,410
2020 22,110 110,588 24,197 28,600 2,448 187,943
2021 24,208 119,996 25,347 30,701 2,772 203,023
2022 26,413 128,549 26,165 32,111 2,972 216,211
� 出所：NEXCO東日本
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4．圏央道周辺地域の開発動向
⑴ 産業基盤（工業団地・幹線道路）と企業立地の状況

圏央道沿線地域では、これまで多くの工業団地が整備・
分譲されてきた。そこで、「茨城県誘致企業総覧」をもとに、
圏央道周辺地域において、圏央道開通前後から現在まで
に整備された主な工業団地を抽出した（図表9・10）。

図表10により同工業団地内の主な立地企業をみると、
化学工業や食料品製造、金属工業、非鉄金属工業等の製
造業が多い。また、県西部の工業団地では物流業や輸
送機械（自動車）関連の業種も目立つ。
「圏央道インターパークつくばみらい」や「福岡工業

団地」は圏央道のみならず常磐道にも近接している。
両工業団地に進出している企業は、南北への移動に加え、
東西への移動に関しても高速道利用のメリットを享受
しているものと考えられる。

圏央道の周辺地域では、大型物流施設の進出も活発で
ある。図表11は、物流倉庫大手である大和ハウス工業、
日本GLP 、プロロジスの３社の大型物流施設の分布図
である。同図表からは茨城県内では、常磐道とのアクセ
スが良い阿見東IC付近、つくば中央IC付近、東北道との
アクセスが良い境古河IC付近で大型物流施設が集積し
ていることがわかる。また、埼玉県内では東北道や関越
道との結節点付近、神奈川県内では相模原市や東名高速
道路との結節点付近でそれぞれ集積がみられる。

圏央道へのアクセス道路の整備も進んでいる（図表
12）。各アクセス道路は、近隣の工業団地に加え市街地
と接続されているところも多く、圏央道の利用が製造
業や物流業での利用のみならず、一般客の観光等での
利用にも繋がる素地はあるものと考えられる。
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牛久

龍ケ崎
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守谷

坂東

取手

仁連工業団地

古河名崎工業団地

江戸崎工業団地

阿見東部工業団地

しもつま鯨工業団地八千代工業団地

ごかみらい産業団地

坂東インター
工業団地

花島工業団地

福岡工業団地

稲敷工業団地

圏央道インターパーク
つくばみらい

図表9　圏央道周辺かつ圏央道開通前後に整備された工業団地（一部）

（注）公表資料をもとに当社独自で作成したものであり、当社としてその内容の正確性を保証するものではありません。
� 「茨城県誘致企業総覧」（2023年度版）その他資料より当社作成

図表10　図表９の工業団地内の立地企業
工業団地 所在地 主な入居企業

阿見東部工業団地 阿見町 小川香料㈱（つくば事業所）、雪印メグミルク㈱（阿見工場）、アイリスオーヤマ㈱（つくば工場）等
花島工業団地 常総市 スター食品工業㈱（茨城第二工場）等
古河名崎工業団地 古河市 日野自動車㈱、岡本物流㈱等
江戸崎工業団地 稲敷市 北西産業㈱（コメリ茨城流通センター）等
稲敷工業団地 稲敷市 ヒロセホールティングス㈱等
坂東インター工業団地 坂東市 大日精化工業㈱、㈱加藤製作所（坂東工場）、㈱アイダ設計、郡リース㈱、ヤマダイ㈱、㈱エフピコ等
ごかみらい産業団地 五霞町 日本GPL㈱（GPL県央五霞）、福山通運㈱、三甲リース㈱
八千代工業団地 八千代町 フジシーズ㈱（茨城工場）等
しもつま鯨工業団地 下妻市 AL・APSL合同会社（下妻工場）※エスティ―ローダーグループ
福岡工業団地 つくばみらい市 ㈱クボタ、ニチレキ㈱、県西運輸㈱等
仁連工業団地 古河市 シーエスジャパン㈱（古河事業所）、千代田運輸㈱（千代田ロジスティックセンター古河）等
圏央道インターパークつくばみらい つくばみらい市 日清食品㈱等
� 「茨城県誘致企業総覧」（2023年度版）をもとに当社作成
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図表11　物流大手３社による大型物流施設の立地状況

図表12　圏央道アクセス道路の整備状況

（注）公表情報をもとに当社独自で作成したものであり、当社としてその内容の正確性を保証するものではありません。
� 各社HPより当社作成

� 茨城県土木部道路建設課「圏央道アクセス道路整備アクションプラン」（2019年5月31日時点）をもとに当社作成
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⑵ 圏央道周辺地域の開発動向
ここでは、圏央道周辺エリア（地区）の開発に関する

主な動向について確認する。

阿見東IC周辺エリア（阿見吉原地区）
阿見東IC周辺の阿見吉原地区は、茨城県による阿見

吉原土地区画整理事業により開発が進められた。現在
では、阿見東ICを核として、「あみプレミアム・アウトレッ
ト」やその他商業施設、物流施設、宿泊施設、住宅等が
集積しており、「いぶきの丘 阿見東（地区愛称）」と呼ば
れるニュータウンとして、阿見町の人口増加を牽引す
るエリアとなっている。

常総IC周辺地区
常総IC周辺地区は、国道294号と圏央道との結節点

に位置し、交通利便性が高いエリアである。もっとも
国道294号沿いの土地の多くは国や県が整備を行った
優良な農地であったため、農業の6次産業化の拠点とな
る産業団地の形成を目指すこととし、常総市と戸田建
設の主導により「アグリサイエンスバレー常総」が整備

された。
「アグリサイエンスバレー常総」は、農地エリアと都

市エリアから成り、生産・加工・流通・販売の施設等
が一体となっている点が特徴となっている。

境古河IC周辺地区
境古河IC周辺では、境古河IC周辺地区工業団地が現

在開発されている。同工業団地は、開発前は市街化調
整区域として農地や遊休地が広がっていたが、境古河
ICの開通を踏まえ工業団地の整備が開始されることと
なった。

境古河IC周辺地区は、都市計画により準工業地域に
指定されており、製造業や物流企業の誘致が進められ
ている。また、一部ではあるが住宅用地も整備されて
いるため新たな住宅の建設がみられるほか、宿泊施設
も進出している。

五霞IC周辺地区
五霞IC周辺地区にある「ごかみらい産業団地」には、

日本GLPや福山通運の大型物流施設が進出している。
また近隣には公園や「道の駅ごか」の他、ストリートス
ポーツ施設「Street sports park Goka」やラジコン
カー専用コース「ラジコンパークGoka」といった観光・
娯楽施設があり、地域の交流拠点が集積している。

五霞IC周辺地区は新4号国道春日部古河バイパスに
近接しており、大型幹線道路の交差地点として、今後の
さらなる発展が期待されている。

新たなまちの形成が進む阿見町吉原地区

� 出所：茨城県宅地整備販売課提供資料

五霞ICに隣接するStreet sports park Goka

� 出所：五霞町提供資料

アグリサイエンスバレー常総の全体像

� 出所：常総市提供資料
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5．圏央道周辺地域の市町村内総生産の推移
茨城県圏央道沿線地域基本計画では、県内13市町村

（土浦市、古河市、龍ケ崎市、常総市、牛久市、つくば市、
坂東市、稲敷市、美浦村、阿見町、河内町、五霞町、境町）
を、圏央道沿線地域と定めている。統計等データの整
理の最後として、圏央道周辺地域の「市町村内総生産」

（＝地域版のGDPに相当、2020年度が最新の公表値）
が過去10年でどう変化したかを確認する。

まず2020年度の市町村内総生産（名目）について、
11年度対比の増減率をみると、圏央道沿線市町村は同
＋21.5%と、茨城県の同＋9.7% 、圏央道沿線地域以外
市町村の同＋2.9%を大きく上回っている（図表13）。

次に、農業・製造業・運輸・郵便業（＝物流業）の
３業種に絞ってみると、農業は、同＋3.1%と、茨城
県（同＋15.3%）、圏央道沿線地域以外市町村（同＋

22.0%）をそれぞれ下回っているものの、製造業では
同＋44.4% 、運輸・郵便等では同＋40.6%と、茨城県
と圏央道沿線地域以外市町村をそれぞれ大きく上回っ
ている。

また、市町村別にみると、日野自動車が進出した古河
市が同＋95.2％（製造業は同3.2倍）、坂東インター工
業団地等がある坂東市が同＋40.8％（同＋89.3%）、
GLPやプロロジス等の大型物流施設が進出する常総市
が同＋10.3％（運輸・郵便業は同＋60.4%増）と高い
伸びとなっている（図表14）。

つくば市やつくばみらい市については、つくばエク
スプレス（TX）沿線の開発が市町村内総生産の増加に
大きく寄与しているとみられるものの、県西地域の圏
央道沿線市に関しては、圏央道沿線開発の効果が総生
産額の増加にも表れているのではないかと考えられる。

図表14　市町村内総生産（2020年度・名目）及び増減率（2011年度対比）
� （単位：百万円）

市町村内総生産 農業 製造業 運輸・郵便業
2011年対比 2011年対比 2011年対比 2011年対比

茨 城 県 13,771,281 9.7% 257,464 15.3% 4,611,319 10.0% 573,886 20.5%
圏央道沿線地域市町村 5,548,156 21.5% 81,537 3.1% 2,021,576 44.4% 239,775 40.6%
圏央道沿線地域以外市町村 8,223,125 2.9% 175,927 22.0% 2,589,743 ▲7.3% 334,111 9.3%

土 浦 市 659,931 ▲9.0% 4,925 ▲8.0% 148,343 ▲42.0% 53,819 48.8%
古 河 市 1,008,900 95.2% 6,973 ▲34.1% 664,421 214.8% 31,229 40.9%
龍 ケ 崎 市 268,000 12.4% 2,324 1.3% 107,386 25.1% 8,289 9.9%
下 妻 市 188,431 23.1% 7,197 90.4% 66,591 67.7% 12,966 47.1%
常 総 市 330,426 10.3% 5,482 19.9% 159,873 9.0% 19,674 60.4%
牛 久 市 247,234 4.7% 1,970 ▲9.7% 67,165 ▲3.3% 7,084 20.9%
つ く ば 市 1,461,228 11.4% 4,866 83.4% 150,211 13.9% 32,244 29.1%
坂 東 市 296,563 40.8% 14,263 ▲21.7% 158,928 89.3% 13,985 45.7%
稲 敷 市 163,601 19.1% 8,295 13.0% 59,425 31.9% 7,577 53.8%
つくばみらい市 245,614 38.8% 2,173 21.9% 120,320 40.9% 20,558 58.3%
美 浦 村 75,583 19.8% 1,189 ▲5.8% 28,520 68.1% 2,663 77.7%
阿 見 町 268,664 14.8% 1,965 9.0% 148,129 13.8% 7,793 36.7%
河 内 町 25,846 9.1% 2,363 13.1% 6,294 3.0% 513 ▲8.5%
八 千 代 町 94,645 14.3% 13,352 32.3% 34,049 20.1% 3,944 ▲12.1%
五 霞 町 101,515 54.2% 613 42.4% 68,114 74.0% 10,983 39.1%
境 町 111,974 25.8% 3,584 ▲22.9% 33,806 38.9% 6,453 25.5%

� 出所：茨城県統計課

図表13　市町村内総生産（名目）の増減率（2020年度 /2011年度）

出所：茨城県統計課
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6．まとめ
これまで見てきた統計や公表資料から読み取れた効

果についてまとめた上で、今後に向けた課題について
考えてみたい。

統計データ等からみた圏央道整備の効果
圏央道は、部分開通から20年、全域開通から6年が

経過し、道路周辺には高速道路を利用する物流施設や
工場をはじめとした多くの事業所が進出してきている。

圏央道の過去10年の交通量は増加基調が続いている。
20年度は新型コロナ感染拡大の影響で一時的に減少し
たものの、21年度、22年度と再び増加に転じている。
車種別では中型車や大型車などの割合が増えており、
産業道路としての利用が進んでいる。

圏央道の周辺地域では、県や沿線市などが企業側の
進出ニーズを見込み、積極的に工業団地を整備してい
る。圏央道周辺かつ圏央道開通前後に整備された工業
団地には、首都圏マーケットを見据え、製造業や物流業
の大型倉庫などが進出している。
「圏央道インターパークつくばみらい」など、圏央道

のみならず常磐道にも近接している工業団地に立地す
る企業では、常磐道による南北縦断の移動に加え、圏央
道整備により、東西横断の移動においても高速道利用
のメリットを享受できるとみられる。周辺の幹線道路
や工業団地から最寄りのICまでのアクセス道路の整備
が進んでいる。IC間の移動だけでなく、IC-アクセス道
路間や県内都市間の交通環境も改善されることで、一
般客の観光等での利用にも繋がることが期待される。

圏央道周辺の開発動向をみると、各IC周辺地区など
で地元自治体や大手建設・物流会社らによる土地区画
整理事業が進んでおり、企業誘致や新たなまちづくりが
進められている。常総市や五霞町では、道の駅を中心に、
商業施設や交流施設などの整備が進んでいる。阿見IC
周辺地域は、商業施設や大型物流施設とともに居住エ
リアも形成され、まちの人口増加を牽引する地域となっ
ている。

また、常総市や稲敷市では、田園風景が広がるエリア
の特性を踏まえ、自然や景観を保全しつつ産業創出を
目指すことで、他の産業エリアとの差別化を図ろうと
している。常総ICに近接する「常総アグリサイエンス

バレー」は、こうした新たなコンセプトを打ち出すこと
で、6次産業化や観光分野の関係者などの注目を集めて
いる。

道路交通量の増加や沿線開発の推移を踏まえ、圏央
道整備の産業への効果について、市町村内総生産の変
化をみると、圏央道沿線地域は、その他県内の地域と比
べて、総生産額で大きな変化がみられる。特に、製造業
や運輸・郵便業（＝物流業）の総生産額は、圏央道沿線
外地域と比較しても大きく増加している。地域別では
県西地域の沿線市町の伸びが大きく、開発の効果が総
生産額の増加にも表れているのではないかと考えられる。

統計データ等からみた圏央道の課題
このように、統計データ等からは、圏央道の整備によ

り、県内及び首都圏を中心とした県外のヒトやモノの
動きは活発化しており、沿線開発なども地域に経済的
な効果をもたらしていることが確認された。

圏央道整備により、高速道や鉄道、港湾などの茨城県
内の広域交通ネットワーク整備は大きく進展した。今
後、4車線化などハード面の改善とともに、事業者や個
人が有効活用できる仕組みづくりを進め持続可能な沿
線開発に繋げていくことが、これからの大きな課題で
あろう。

物流分野では、経済活動の正常化とともにコロナ禍
を経た社会変化の下で、リードタイム短縮や配送エリ
ア拡大のニーズが高まる一方、いわゆる2024年問題

（ドライバーの労働時間制限強化）への対応が喫緊の課
題となっている。また、観光分野では、（成田空港を含
む）広域からの県内へのアクセス向上をチャンスと捉え、
県内周遊観光やインバウンドの需要の取り込みを図っ
ていくことが一つの課題となろう。これらの課題への
対応として、行政などの関係者は利用者のニーズをあ
らためて収集分析し、圏央道の利活用推進や沿線開発
に活かしていくことが望まれる。

次号（2023年12月号）調査では、「圏央道の開
通効果と今後の展望（２）」として、圏央道沿線の
進出企業へのヒアリングを紹介するとともに、今
後の展望について検討する予定です。


